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第 320 回　産業経営研究所公開研究会
「日本企業による海外研究開発拠点設置の実態に関する調査

─知識の創出・移転プロセスに着目して─」

兒玉　われわれの研究プロジェクトの報告会を
始めたいと思います．本日はお集まりください
まして，ありがとうございます．

──　ありがとうございます．

兒玉　兒玉，西脇，孫，潘の４名で，このプロ
ジェクトに取り組みました．

具体的な研究報告はまたさておいて，まず簡
単に，このプロジェクトの問題意識について紹
介しておきます．昨今，日本の国際競争力の低
下，いろいろといわれております．国内の市場
の成熟を背景に，課題はいろんなところで語ら
れておりますけど，日本企業が海外での活動を
より積極的に展開をしていかないといけないと
いうことは概ね理解されていることと思いま
す．じゃあ実際のところ最近どうなっていると
ころを中心に，問題意識として据えました．特
に国際展開を行う上で，事業活動そのものに加
えて，このプロジェクトでは社内の知識，組織
の知識といったものがどういうふうに海外に移
転されているかといった問題を中心に取り組み
ました．

具体的には，異なる三つの視点から同時にア
プローチしました．一つ目は，孫さんと潘さん
が中心になって行いましたが，海外における研
究開発拠点全体像をまず把握しようという試み
です．二つ目は，これは私（＝兒玉）が担当し
ましたけれども，知識移転というより事業活動
そのものに目を向け，個別産業にフォーカスを

当てて，その中で海外展開が実際どうなってい
るかについて調べました．三つ目が，これは西
脇先生が中心に取り組まれたんですけども，ナ
レッジ・ガバナンス・メカニズムに関する事例
を丹念に調べるという取り組みです．

これらについて，これから個別に見ていきた
いと思います．

孫　それでは，最初の孫と潘による，これまの
研究成果を少し紹介させていただきます．私と
潘先生の，それぞれが担当した部分について発
表させていただきます．

われわれは，多国籍企業において海外研究開
発拠点，いわゆる R&D 拠点が海外子会社のパ
フォーマンスへ与える影響について調べてまい
りました．このテーマに取り組む問題意識とし
ては，近年多国籍企業は海外において研究開発
活動を積極的に進めていると．もともと企業の
海外展開っていうのは，自分の国で作ったもの
を輸出する，つまりエクスポートですね，輸出
するところからスタートして，その後に現地に
販売拠点つくったりとかします．そこからさら
に輸送コストであるとか，為替のリスクとか，
そういった要素があるので，やっぱり現地でつ
くったほうがいいじゃないかということで， 現
地に製造拠点を設置して，ものづくりをすると
いった流れがあって．そこからさらに近年では
研究開発拠点も現地でつくらないといけないと
いった議論が進められてきました．

なぜ現地に，海外に R&D 拠点をつくるのか
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という理由・動機，分類，さまざまな観点から
研究が行われてきたのですが，基本的には現地
の市場の開拓であったり，生産効率化…つまり
日本から物を持っていき，それをより現地で
売っていくというプッシュの効果といった理由
で，海外研究開発拠点がつくられてきたという
面があります．

もう一つの理由は，そもそも海外の研究開発
拠点をつくることによって，海外において新し
い知識・技術を獲得するという狙いもあります．
例えば日本企業がシリコンバレーで研究開発拠
点をつくるっていうのは，そこにある技術を獲
得するためである．これまでそういった議論が
なされていたわけです．この辺のレビューにつ
いては，後ほど潘先生から詳しく説明していた
だくことになっています．

そのような既存研究の体系を念頭に，われわ
れの問題意識としては，海外 R&D 拠点の設置
が実際，多国籍企業の業績にどういった影響を
与えるのかっていうことが，あまり分かってい
なかった．少なくともそれほど多くはないとい
うか，ぴったりした研究ってあまりないですね．
そうしたこともありまして，そこに問題意識を
据えて取り組んできたところであります．

こういった問題意識を踏まえて，あらためて
研究目的をはっきりさせておきますと，海外
R&D 拠点の設置そのものが，R&D 拠点と関連
がある現地の海外子会社の成果にどういった影
響を与えるのかということについて調べていき
たいと考えています．特に開発機能を有する
R&D 拠点が同じ地域に置かれている，その
R&D 拠点と関連する海外子会社のパフォーマ
ンスにどういった影響を与えるのかっていうこ
とを定量的に検証していくということが，今回
のわれわれの研究で目指す大きな方向性という
ことになります．

続けて，潘先生にバトンタッチです．

潘　よろしくお願いします．まずは，これまで
の海外 R&D 拠点に関する既存研究について簡
単に紹介していきたいと思います．まず，初期
のみんなの問題意識としては，なぜわざわざ海
外に研究開発拠点を置くのか，その理由ですね．
海外 R&D 拠点設置の目的について共通する主

張 と し て は， 研 究（Research） と 開 発
（Development）の機能ごとに立地パターンが
異なること，つまり海外 R&D 拠点の目的に
よって実際のロケーションは異なるということ
が分かったんですね．

大体の場合，例えば研究…基礎研究を目的と
するような研究開発拠点は，実際のところ，技
術が先端的なところに置く．ただし，一方で本
社が持っているものを現地に合わせて，あるい
は生産性を向上したりとか，あるいはよりよく
現地に合わせるような形で製品を作るための研
究開発拠点は，生産工場に近いところに置くと
いうことが多いですね．

次に，90 年代になると割と類型化に注目さ
れている．大体の場合は，実際に海外 R&D 拠
点は２種類大きくあります．一つ目，役割とし
ては，要は本社を持っているものを，現地に生
かすっていうために，こういった技術応用とか，
技術移転のための研究開発拠点ですね． 具体
的にいうと，現地によりうまく適応したり，あ
るいは生産性向上のために設置された拠点のこ
とです．そして現地のあるものを，本社あるい
は本国にないような先端な技術とか，あるいは
知識とか，それを現地市場で獲得するために， 
現地の新しい知識や資源を会社内部に取り入れ
るために，いわゆる探索創造型の類型です．大
体はこの２種類と分類されています．

もう少し包括的な研究としては，いわゆる
HBE と HBA のモデルですね．同様な形で，
つまり本社保有の技術資産を海外に適用するた
めの研究開発拠点，いわゆる HBE と呼ばれる
R&D拠点．そして，現地の先進的な科学基盤を，
そこから最先端の技術を取り入れるということ
が最も重要な目的，もしくは役割となるような
研究開発拠点，いわゆる HBA と呼ばれる R&D
拠点，この２種類あると指摘されています．

この（1990 年代以降の）段階になると，割
と前段階よりも明確になったのは，単なる本社
の従属的な役割ではなくて，海外の研究開発拠
点は実際に何か貢献，知識の基盤を，本社の会
社全体の知識の基盤を強化するっていうような
主体へと変化をするというトレンドが見られま
す．

そして，特に知識を取り入れるとか，知識は
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どのように会社の内部で移動するのかに関して
は，割と基礎となる研究は，要は多国籍企業内
部の知識のフローには３種類あって，１つ目は
本社から子会社へと，いわゆるダウンストリー
ム，２つ目は，逆に本社の本国にある，現地に
あるものを本社へと伝達し共有するというアッ
プストリーム．3 つ目は，子会社同士，つまり
子会社間の横の知識移転，という３つ種類です．
それに基づいて，ここからさらに，特に研究開
発拠点を対象にした研究としては代表的なの
は，海外の研究開発拠点が現地の環境に埋め込
まれるという形で，現地のより深層にある知識
を取り上げて，それを会社全体に共有するとい
う逆知識移転の役割を果たしていることが実証
されました．

ただし，こういった会社内部の知識とかを移
転するのがそんなに簡単な話ではなく．実際に
はいろんな要素に左右されています．例えば，
まずは，たとえ子会社，現地に優れた知識があっ
ても，その重要性を本社の方でちゃんと認識し
ていないと，実際には本社の方に，精巧にトラ
ンスファーはできないっていう指摘がありま
す．したがって，本社の注意の配分が足りなかっ
たり，本社が子会社に対する認知度がないと， 
そもそも知識の移転は発生しないっていう研究
があります．

そして，実際に知識移転の効果…あるいは学
習効果は，実際に移転先の制度的な環境とトラ
ンスファーのプロセスの，両方の吸収能力に
よって，実際にトランスファーの効果が影響さ
れているっていう研究もあります．

さらに良く知られているのは，粘着性という
論点です．そもそも現地に深く埋め込まれたも
のが，実際に他のところに移動すれば通用しな
くなるという指摘があります．

最後に実際に多国籍企業にとっては外部の知
識をうまく会社内部に取り入れることがすごく
大事でああります．ただし，その場合は多国籍
企業の海外における研究開発センターが，こう
いった外部の，現地の優れた大学やサプライ
ヤーといった外部のナレッジを本社の方に伝え
るっていうところでは有効であると．ただし，
それも知識マネジメント能力がないと，それが
外部の知識を取り入れるということが難しいと

いう研究もあります．その後は，日本企業を対
象にした研究も浅川先生たちがされています．
具体的にいうと，海外の研究開発拠点の役割は
どんどん進化していきます．最初のうちは，本
社が持っているものをよりよく活用するという
点を重視していたけれど，現地の主体性を生か
して，現地の知識を会社の内部に取り入れるこ
とで，多国籍企業全体のイノベーションに貢献
するっていうような役割がどんどん大きくなっ
ていくっていくという研究もあります．

もう一つは，実際に研究開発拠点の協働のタ
イプは，実際にこういった多国籍企業内部の知
識のフローを促進するという役割は大きいで
す．協働のためのきちんとした制度とかやり方
があった方が，こういった知識のフローを実際
的に促進するっていうような役割を十分に果た
せるというような指摘があります．

さらに，海外にある外部の研究開発センター
が，多国籍企業の内部で…ネットワークにおけ
る場所ですね…それが実際に外部の知識をどれ
ほど効率的に会社の内部に取り入れるかという
問題に影響を与えるっていう風に研究されてい
るんです．

ここまでの話を整理しますと，実際には海外
の研究開発センターは，実際に知識の探索をし
たりとか，現地で探索した知識を本社の内部に
トランスファーするっていうところに大きな役
割を果たしている．

ただし，結局これが実際に多国籍企業全体の，
パフォーマンスといった部分にどれほど影響が
あるのかといった研究は，そんなに数は多くな
いですが，いつかありますので紹介しておきた
いと思います．

まずは海外の研究開発センターそのものでは
なくて，研究開発投資，R&D 投資が実際に多
国籍企業に与える影響っていうような研究が見
られる．このうち２つは…一つはシンガポール
に対する研究，もう一つは新興国である中国に
対する研究ですけど…共通の結論としては，
R&D 投資をすればするほど，会社全体の付加
価値にプラスの影響を与えるということが確認
された．

ただし，研究開発センターそのものの設置効
果に関しては多少研究もありまして．例えば，
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海外の R&D 拠点の設置効果は現地の環境に大
きく左右されている．例えば現地の科学基盤で
すね，現地国の科学基盤が十分に厚みがあれば，
割と海外 R&D センターの設置効果がある．た
だし，それが現地の競争は非常に厳しいってい
う場合は，必ずこういったプラスの影響が成立
するわけじゃないっていうことが分かりまし
た．海外 R&D センターのタイプによっては，
実際にこういった本社が多国籍企業全体の経済
的なパフォーマンスに与える影響が左右される
という傾向があります．

最後に，ネットワークにおける役割ですね．
海外 R&D センターは，もし技術フロンティア
の方の産業であれば，その子会社の研究開発の
生産性に大きな寄与をするっていうことがあ
り，ただし，一方でもしフロンティア，下の産
業では実際に補完効果があるっていうような研
究があります．

これまでの研究を整理してみますと，三つの
ギャップがあるかなと感じております．まずは，
海外 R&D 拠点の効果の測定指標は，今まで基
本的に，例えばどれほど現地で特許を取れたの
か，あるいは現地でどれぐらいの新しい製品が
開発されたのか，割とイノベーションの指標が
多く使われている…これはまず一つ目です．な
ので，実際に経済，パフォーマンス指標ですね，
業績指標の，ほぼあまり検証されていないって
いうことは，またギャップの一つであると思い
ます．

２つ目は，今までの設置効果，海外 R&D セ
ンターの設置効果に関連する研究で，そこから
分かったのは，実際に効果は必ず効果があると，
必ず効果がないっていうよりは，実際どういっ
た条件下で効果があるのかっていうことについ
て実際に探ってみる必要があるのではないかと
思います．

そして，今までの研究方法についても，個別
事例研究，あるいは，特定の地域だけを対象に
した定量研究が多く，実際に，例えばいろんな
場所ごとに，異なる条件下で海外 R&D 拠点の
設置そのものが，…例えば多国籍企業の，業績
にどのような影響を及ぼすかということについ
ては， まだあまり検証されてない．今回は，ま
ず海外 R&D の拠点，特に中国に限定して，海

外の開発機能を有する R&D 拠点の設置が，実
際に同じ地域…つまり，中国にある現地子会社
の経済的なパフォーマンスと一体どのような関
係性があるかどうかについて定量的な研究を行
いました．

孫　R&D 拠点が子会社のパフォーマンスに与
える影響ということについては，具体的にイ
メージがまだ湧かないと思うので，そこから
ちょっと具体的なデータや分析の作業プロセス
について，具体的なイメージをもっていただく
ために，まずは簡単に説明したいと思います．

今回，われわれが使ったのは，まず重要なデー
タベースの一つ目の，『海外進出企業総覧』と
いう，東洋経済が毎年出しているデータベース
がありますが，今回はその 2021 年版を採用さ
せていただきました．なぜこの年かという点に
関して，いくつか理由はあるんですけれども，
コロナの影響をちょっと考えていきましょうと
いうことと，あと，もうひとつの Orbis のデー
タベースが2010年から2019年っていうことで，
そことの対応性を考えて，2021 年にしました．

このデータベースの中に，日本企業が海外に
設置している海外子会社が，全部で３万 6429
社あるんですね．この中で，海外研究開発拠点
を特定する作業をしなければなりません．その
特定作業のプロセスとしては，まず『海外進出
企業総覧』の中にそれぞれの子会社の事業内容
…この子会社って現地で実際に何をするんだと
いう内容が書かれているんですけれども，その
中身に「開発」というキーワードがあるかどう
かで判断しました．

では，なぜ「開発」という言葉のみで絞るの
かということに対して，いくつか先行研究を参
考にしながら，例えば米山茂美先生たちの研究

（2013）からすると，彼らはかなり広い意味で
の研究開発を対象にしているんですね．例えば
基礎研究，応用研究とか，技術支援とか，製造
の製品開発支援，あと販売支援も研究開発の中
に含めてます．それ，ちょっと広過ぎるんじゃ
ないかいうことで，われわれは今回開発という
言葉を中心に選んだっていうことなんです．

もともと R&D は研究と開発なので，研究っ
ていう言葉をなんて使ってないのかって思われ
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ると思うんですけれども，研究という言葉をさ
らに入れると，サンプルがすごく減ってしまい
ます．なので，今回はそんな広くもないし，狭
くもない「開発」っていう言葉を選んで検討し
たという次第です．

これを検索すると，大体 2405 社が，つまり
３万 6429 社の中で 2400 社ぐらいが開発をやっ
ているということが分かった．それのサンプル
の分布がこんな感じになります．中国が大体
600 社で，それ以外の ASEAN や EU，アメリカ，
その他の地域はこういった分布になってます．

もう一つ，さきほど『海外進出企業総覧』の
話をしたんですけれど，もう一つ重要なのは
Orbis っていうデータベースが，特に今回はか
なり大きく貢献してくれました．海外子会社の
パフォーマンスのデータを取るのがかなり大変
で，そのための一つ有益なデータベースが
Orbis でした．

では，それをどうやって検索するのかという
と，海外子会社の親会社の法人番号が必要で，
これを入れて検索する必要があります．先ほど
の子会社 2405 社の親会社の法人番号が必要と
いうことで，2405 社の親会社の法人番号をど
うやって調べるかっていいますと，国税庁の法
人番号公式サイトっていうものがあって，そこ
から１個ずつ番号を調べていく，という作業が
必要になります．その法人番号を Orbis のデー
タベースに入れると，子会社のデータが出てき
ますので，その子会社の 2010 年から 2019 年ま
でのパネルデータを取ることができた次第です．

ただし，データの欠如で，なぜかは分かんな
いですけれども，アメリカにおける海外子会社
のデータがほとんどないです．そのため，アメ
リカは今回の分析から外しました．これが大体
の二つの大きなデータベースの使い方です．

ここから中国地域にフォーカスして，もう少
し具体的なイメージを強化していきたいと思い
ます．先ほどグラフでお見せしたが，中国地域
に研究開発拠点を持っている海外子会社が 597
社あるんですけれども，それら 597 社の親会社
を『海外進出企業総覧』でまず特定すると，
597 社の研究開発拠点における親会社っていう
のは重複があります．つまり同じ親会社が開発
拠点を２社，３社つくったりとかするので，親

会社の数は 410 社になります．なので，この
597 社に対して親会社は 410 社だった．この
410 社の親会社の法人番号を Orbis の中に入れ
て調べると子会社が 2895 社出てきます．つま
り，中国の中に 410 社の親会社と関連する子会
社が 3000 社弱あることになります．

ということで，この 2895 社から，この 597
社を差し引く．つまり，今回比較したいのは研
究開発拠点ではない子会社でしたので，そうな
ると研究開発拠点ではない子会社だけだと
2298社が洗いだされたっていうことになります．

イメージとしては，この図表，後ほどまだ使
うので，ここで言いたいのは，この縦軸は中国
に研究開発拠点があるか否か，中国以外に研究
開発拠点があるのか否かという２軸を組み合わ
せて４つの象限に分けたっていうことなんです
けど．この黄色いほうが中国に海外研究開発拠
点を持っている親会社の中国にある研究開発拠
点ではない子会社 2298 社を特定したというこ
とになります．そうなったときに，これを特定
することによって 2298 社が研究開発拠点をつ
くる前と後をある程度比較できるんじゃないか
と考えております．

あともう一つは，この下，この部分をちょっ
と見ていきたいと思うんですけれども．中国に
研究開発拠点を持たない親会社の海外現地法人
との比較をしたいと．つまり中国以外に研究開
発拠点を持ってるかどうかっていうことが重要
になってくるわけなんです．つまり中国地域に
おいては研究開発拠点がないけれども，中国以
外に開発拠点を持ってるという親会社と，中国
を含めて海外には，とにかく R&D 拠点を置い
ていないという親会社，という二つに分けるこ
とが可能である．

そもそもなぜこのような分け方をするのかっ
ていうことについて述べておきますと，他の地
域の研究開発拠点って，もしかしたら違う地域
の子会社に知識移転があったりとかする可能性
があるので，あえて分けてみました．

それで，中国地域以外にある研究開発拠点を
まず特定する．つまり 2405 社の中から 597 社
を差し引くと，1808 社が中国以外に研究開発
拠点を持っているのが分かると．これらの親会
社を特定すると 739 社があります．
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ここで重要なのは，この 739 社の中に，一部
は中国にも開発拠点があって，中国にあって中
国以外にもあるっていうパターンと，中国には
ないが中国以外にある，この二つのパターンが
混ざっているんですよね．これをどう分別する
のかっていうことが重要となります．先ほど中
国に研究開発拠点がある親会社が 410 社ってい
うものが既に分かっていますが，この 410 社と
739 社の重複がどれぐらいあるのかっていうこ
とを見ると，要は中国にもあるし，海外にもあ
るっていうことが分かってきた．それが 195 社
あって，739 社から 195 社を差し引くと 544 社，
これは中国にはないが中国を除く海外に研究開
発拠点があるっていうことが分かってきた．か
なりややこしいですけれども．

この 544 社から，中国にある子会社を調べる
と，子会社 2018 社が分かってきた…オレンジ
で示したここです．つまり中国に研究開発拠点
はないが，中国以外の海外に研究開発拠点はあ
る海外子会社 2018 社選択した．そうなると，
この 2298 社と 2018 社の比較はできるんじゃな
いかっていうことをわれわれは考えている．

最後に，そもそも研究開発拠点がどこにもな
いものについて，これはすごいシンプルで，そ
もそも最初 2405 社が研究開発拠点ということ
で分かったので，３万 6429 社からこれを差し
引くと，３万 4024 社は研究開発拠点ではないっ
ていうことが分かる．この３万 4024 社の親会
社を特定すると 4439 社あるんですね．この
4439 社の企業の法人番号を特定して Orbis に
いれて地域を中国に限定することによって，
3608 社はそもそも研究開発拠点と関連のない
子会社であることが分かった．なので，この緑
で示したカテゴリーに 3608 社ある．この 2298
社の中で比較もできるだろうし，この黄色とオ
レンジの比較，黄色と緑もいろいろ比較ができ
るんじゃないかと，データの整理に取り組んで
まいりました．

潘　今回は，実際に分析対象にしたのは図のの
ときは上と下，二つのグループ． この２つの
グループに対して，DID 分析を使いました．
つまり海外，中国に研究開発拠点を持っている
子会社の設置後と設置前のパフォーマンスの

差，そこから現地に他研究開発センターを持っ
てない子会社のパフォーマンスの差を，二つの
グループの差を見るためにDID分析を使います．

従属変数…つまり業績の特定指標としては，
いくつかの代表的な，例えば利益率，税引前の
利益率とか，EBIT，マージンとか，四つの指
標を使っております．そして，開発拠点の設置
があるかどうか…設置前後を識別するためにダ
ミー変数を用いて，現地に…中国に開発機能を
有する R&D 拠点があれば１，ないとゼロです．
そしてコントロール変数としては，主に規模で
すね．子会社の総資産と，子会社の従業員数の
対数値を取って，そして年ごとの時間効果を捉
える年次ダミーも採用しました．

まだ暫定の結果なんですけど，一番関心があ
るのがここのダミー変数です．ただし，有意な
結果は得られていないのが残念な結果でした．
なぜ有意な結果がないかって，いくつかの可能
性があります．一つは，まずそもそも Orbis の
財務データは実際に空値になるようなデータが
あるという可能性があるんです．なぜかと言い
ますと，10 年間の財務データしかないんです
ね．最新の 10 年間しかないので．したがって，
その 10 年間の中に設置前後が観察できるよう
なデータがそもそも少ないから，というのが一
つの理由ではないかと思います．

もう一つは，今回中国に複数の R&D セン
ターが設置されたっていうような場合もあっ
て．今回は，１番目に設置された研究開発セン
ターをそこから比較するということも，もう少
し，ちょっと考えたほうがよさそうですね．

なので，あとは今後の方向性としては，やは
り先行研究の指摘のように，海外 R&D の役割
は様々な要素に規定され，環境や組織条件に依
存しているので，に先行研究の指摘に基づいて，
もう少し状況依存なので，いろんな状況を測定
する変数を入れて，またどういった条件下では
効果があり，どういった条件下は効果がないの
かということを，これからの課題として取り組
んでいきたいと思います．以上です．

兒玉　それでは，２番目の視点から，兒玉が発
表いたします．

私は日本企業の海外展開について，現状とし
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て一体どうなってるかというところで，一つの
産業を取り上げて，そこの現状を追跡してみま
した．取り上げた産業は塩化ビニルっていう，
われわれ一般人にはなかなかなじみの薄い B 
to B の商品でありますけども．世の中見回し
てみると，例えばサッシ，建材，建設用の材料
であったり，あるいは雨どいとかパイプ，ある
いはもっと身近なところでは，銀行のキャッ
シュカードとかクレジットカードなどのベース
になっている，プラスチックの産業ですね．か
つて日本の化学産業のプレゼンスって結構高
かったんですけれども，これがその後どうなっ
てるかというのを，20 年，30 年ぐらいのスパ
ンで追い掛けてみました．

簡単に塩化ビニルの属性について説明してお
きたいと思います．とにかくいろんなものに使
われており，言うなれば汎用品として分類され
るのが一般ですので，どちらかというと高付加
価値品というよりは，コモディティとして安く
買いたたかれがちな素材です．こういった商品
に目を向けてまいりました．また塩化ビニルは，
開発されてからもう半世紀以上…もうかなり長
いこと使用されております．汎用品で，なおか
つ製品のライフサイクルも非常に長いというこ
とで，要はプロダクトイノベーションが効きに
くいという特徴があります．裏を返せば，日本
企業のイノベーション力というよりは，戦略と
いうところの是非というのを問うという目的で
は分析対象としては適した産業と考えておりま
す．

これもややマニアックなお話になりますので
ごく簡単に言及するにとどめておきますが，こ
の図の通り，原油を分解して，コンビナートで
分解されたものがいろんなものへと派生してい
くのですが，この中で塩ビモノマーからポリ
マー，その後，最終的にプラスチック製品に加
工されていきます．今回の私が「塩ビ」あるい
は「PVC」呼ぶものは，PVC モノマーは除く
ポリマーの段階のみに限定するということはお
伝えしておきたいと思います．

まず，日本国内の塩化ビニル産業が一体どう
いう足跡をたどってきたかを，かなり長期で見
ておきます．統計が取れたのは 1955 年以降で
…ここがその揺籃期となります．その後，高度

成長期を経て，ピークになったのが 1990 年代
ですけど，そこから先，生産も輸出も特に相当
小さくなっている．特に注目するのは，この特
に 21 世紀に入ってからですね．それ以降の日
本企業がどう対応してきたかというところをま
ず追い掛けてみたいと思います．

まず，世界全体の中で日本企業のプレゼンス
がどうなっているか，その見取り図をちょっと
描いてみたいと思います．これは生産能力です．
要は工場です…工場の能力の分布というものが
どうなっているかというもので見ますと．一番
目覚ましい伸びを示しているのがアジアで，こ
れは日本を除いております．日本はどうなって
るかというと，この辺りですね．この辺りで徐々
に衰退しているというところです．世界の中で
はアジア，北米，欧州，これが三大生産拠点が
あると言えます．ただ，最近ではアジアのプレ
ゼンスが非常に高まっていると言えます．

続きまして，こちらは設備の稼働率を追い掛
けてみました．これは生産能力に対する生産数
量ということで計算しております．アジアは生
産数量が，ものすごく伸びてはおりましたけれ
ども，実は稼働率というものはやや低迷気味で
ありました．ただし，2010 年以降，持ち直し
ているというところです．

ここまで，世界全体で見ましたけれども，今
度は，アジアにフォーカスを当ててみたいと思
います．アジアの中で国を限定し，生産能力が
あ る の は 日 本， 韓 国， 台 湾， 中 国， あ と
ASEAN とくくっておりますけども…ASEAN
とインドですね．この六つの国や地域の生産能
力の分布を見たいと思います．

先ほど，アジアがものすごく伸びているとは
言いましたけども，実はこの図を見ると，アジ
アの伸びのほとんどは中国だということが分か
ります．中国の伸びが目覚ましいというよりは，
爆発的だと表現する方がピッタリかもしれませ
ん．それ以外の国はほぼ横ばいといいますか，
地べたを這っているような状態で，あまり変化
が読み取れないと思いますけれども，アジアの
伸びのほとんどが中国によるものだと分かりま
す．ただし，中国の生産能力は，2012 年から
13 年あたりで一応頭打ちにはなっております．

次に見る実際の生産量というもので見ると，

─ 19 ─



実はほぼ一貫して伸びています．これはどうい
うことかというと，先ほどのこの生産能力は，
この辺でもう整備が終わったけれども稼働率が
低かった．だけど低稼働の部分を埋めるように
して生産量が増えてきたというのが実態かと思
われますね．

続きまして，中国の変化があまりにも大き
かったので，それ以外の国の動きと言いましょ
うか，変化がほとんど読めませんでした．なら
ば中国を除いたアジア各国の生産能力がどう推
移していたかを見たいと思います．日本は，先
ほどからやっぱり 90 年代終わりをピークにし
て縮小傾向であると言いましたけども，実際ど
れぐらい減ってるかというと，ピークが約
3000 万トンぐらいあったのが，今 1700 万トン
ぐらいにまで…半分近いぐらいの減少です．国
内需要の推移，国内需要の縮小と輸出の縮小に
合わせて，縮小均衡のルートをたどってるとい
うことがお分かりいただけるかと思います．

これに対して，日本以外の国に関しては，特
に韓国，台湾，この両国は生産能力をじりじり
と上げていると．特に目覚ましいのがインドで
すね．インドは，国内需要が爆発的に増えてい
ますので，それに間に合わせるために，一生懸
命生産能力を増やしてきているというところで
す．ここで注目すべきは，日本のこの下げトレ
ンドかと思います．

先ほど生産能力について見ましたけれど，こ
ちらは生産の実績です．実際なんぼつくったか
というところですと．これはほぼ生産能力と連
動していて，日本のみが長期的には減少傾向に
あると言えます．これだけ見ると，本当に日本
が一人負けの状態を呈していると言えます．
ちょっと悲しい状態，お寒い状態であります．

念のために，生産と需要と，その生産したも
のをどれだけ国外に輸出していくか，あるいは
どれだけ輸入に依存してるかということで，生
産マイナス消費というところの貿易のバランス
も見ておきますと．これを見ると， 貿易という
観点では，一応日本は作った分のうちの一部を
国内消費以外の輸出には回しており，そういう
意味では純輸出国にはなっている．輸出に回す
割合も安定はしてはおりますね．ただ，その前
提には縮小均衡の生産能力の縮減があったとい

うことは一応押さえておく必要があるでしょ
う．

ここで注目したいのは，一つは中国ですね．
中国が純輸出国になったのは 2010 年以降です
ね，それ以前は純輸入国でした．当然のことな
がら中国の経済成長に伴って，国内での塩化ビ
ニル需要というものがものすごくあり，それを
輸入によって賄っていた．ただし中国が中国国
内での生産能力を整備して，実際に増やしてい
くに従って，この純輸入国から輸出国に転換し
つつあるというとこです．ただ，残念ながら中
国はここ 10 年かな，2017 年を最後に実はデー
タが得られてませんので，その後の変化につい
て確定的なことは言えないんですけども．ただ，
間違いなく減少してはいないと思われます．

もう一つ注目したいのが，インドです．これ
までも生産能力は急速に増やしてきましたけれ
ども，インドは経済成長に生産能力の整備がま
だ追い付いてませんので，輸入をドンドン増や
している状態です．ただ，インドは今後も自国
内での生産能力が増えていくと思いますので，
いずれ輸入も底を打つんじゃないかと思われま
す．

各国について見てきましたけれども，この中
で日本と一番競争条件が近い，交易条件が近い
国は，恐らく台湾と韓国でないかと思われます．
いずれも自国内で原料であるエチレンといいま
すか，石油，原油というものを産出せずに，原
料を輸入に頼っている．また，自国で生産した
分で自国の需要を賄うだけでなく，輸出にも回
している．なおかつ日本も台湾も韓国も，いず
れも近隣に中国という大消費地を抱えている．
そういう意味で，日本と一番近い条件にあるの
が台湾，韓国であると思われます．

ここでは，日本の立ち位置というものを理解
する上で，台湾と韓国，あと中国ですね．ここ
の国内での競合度といいますか，競争の条件と
いうのをちょっと簡単に理解するために，縦軸
に Herfindahl Index，横軸に生産量の伸び率を
取りまして，大まかな国内市場での競争条件の
マッピングを行いました．

これを見ると，まず中国がこの Herfindahl 
Index が非常に低い．言い換えるならば，国内
での塩化ビニルの生産業者がものすごくたくさ
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んいて，なおかつ似通った生産規模をみんな抱
えていると，そういう状態ですので，極めて競
争が熾烈な状態にあると言える．これに対して
韓 国， 台 湾 は ど う か と い う と，Herfindahl 
Index は 0.5 とか，日本よりもはるかに高い．
これは国内での競争が非常に緩いと言えます．
これはなぜかというと，韓国がプレーヤーが２
社で，台湾が３社だったかな…もしかすると逆
だったかもしれませんけども，いずれにしても
国内のプレーヤー数が非常に限られてて，なお
かつ生産規模でも絶対的な１位とそれ以下の小
さい業者との規模的な格差が大きいため，国内
の競争が非常に緩い．Herfindahl Index で見る
と，日本は，中国とこの台湾，韓国との，ちょ
うど合間ぐらいにいます．昔の日本はもう
ちょっと低かったんですけど．企業同士の統廃
合が進みまして，今，ここまで来ているという
とこです．

ただ， まだかなり成長している中国と比べて
日本の残念なところは，どうしても国内の成長，
市場規模の成長というのが既にマイナスになっ
ている点です．中国に比べて，日本での国内の
競争の緩やかさは有利かもしれないけど，そも
そもマーケットが衰退期に入っているという意
味では，競争環境としては厳しい．だから今後，
この国内のプレーヤーの統廃合というものをさ
らに進めていくなりの対応といいますか，そう
いったことが予想されます．

非常にざっくりとした分析ではありました
が，まず世界全体の現在の勢力図としましては，
ここまで私が申し上げたようなことでありま
す．特に日本に限定しますと，アジア諸国の中
で，なぜか日本だけが縮小均衡を図っています．
これはもちろん収益性とか，そういうものを考
えると仕方ないという部分もあるのでしょう
が，けれども近隣に中国というものすごく大き
いマーケットを抱えて，なおかつ今まだ勃興中
ですけれども，インドというポテンシャルの大
きいマーケットが存在しているにもかかわら
ず，台湾，韓国企業と対照的に日本だけがブレー
キを踏んでいるという状態であるということが
言えます．

ここまで見てきたところで，一応このプロ
ジェクトの本来の目的意識といいますか，知的

な技術移転とか，海外展開，本来こういう目的
で始まったんですけども，その前に，じゃあど
うなっているのかと見ているうちに，ちょっと
軸足がずれてきたという部分は否めないんです
けども．

じゃあ日本企業がアジアの成長というものを
取り込むことができずにいるとは言いましたけ
れども，成長を取り込む方法としましては，別
に直接投資をすると．要は現地に工場を造ると
か，現地にスタッフを，研究開発拠点を置く以
外ではなくても，例えば買収であったり，提携
であったり，ライセンシングを行うとか，そう
いったやり方も当然ありえます．従いまして，
念のために，こういった買収とかライセンシン
グなどの案件があったかどうかについて，少な
くとも塩ビを手掛けている大手企業７社につい
て，有価証券報告書とか，あるいは『日本の石
油化学工業』といった資料を当たってみました
けれども，そういった形跡は残念ながら見当た
らなかった．要は塩ビに限っては日本企業は海
外に打って出るどころか，むしろ国内に引っ込
んで閉じこもっているような動きをしており，
これは結構ゆゆしき事態じゃないかということ
を，この研究，今回の調査をしながら感じてい
るところです．この動きは，しっかり追跡して
いく必要があるなと．また，少なくとも塩ビだ
けじゃなくて，それ以外の化学品，あるいはそ
れ以外の重厚長大の鉄であったり，船であった
り，こういったところにも分析の対象を広げて
調査する必要があると考えています．

従いまして，このプロジェクトの研究テーマ
は，本当のところ日本企業がどれだけ世界に
打って出ているのかについて見るはずが，あれ，
むしろ引っ込んでるよという，ちょっと怖い現
実に気付いてしまった．少なくとも日本企業に
限定すると，先細りとか衰退とかいったことも
可能性として読むことができると．

これをどう解釈するかは難しいのですが，競
争を回避するというのは，一つの合理的な競争
行動に思えるかもしれませんけども，場合に
よっては台湾，韓国，中国，インド，こういっ
たところからちょっと追い上げを食らったら，
そもそも競争の土俵に乗らずにに，どうぞと道
を譲っているようにも見える．
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日本の石油化学産業において，多くの企業は，
は，こういった汎用品では勝負にならないから，
より高付加価値品にシフトしていくということ
を割とはっきりと表明しておりますけれども，
では，将来的にどういった事業体としてのある
べき姿を描いていくのかという点についても，
もう少しきちんと調べておく必要があるだろう
と思われます．

ここまでの分析を基に，今後発展的に掘り下
げていくべきポイントがいくつかございました
ね．一つ目の視点は，日本企業の塩ビ業界の縮
小均衡的な動きが確認されましたけれども，な
ぜそういう行動を取ったのか．もう少し言うな
らば，なぜそうせざるを得なかったのかという，
その辺りの事情について，もう少しきちんと解
明する必要があります．そうなると，塩ビに限
定せずに，むしろその川上のエチレン等のコン
ビナートについても目を向けて，日本の化学産
業を俯瞰すると一体どういう状態にあるかとい
うことをきちんと解明する必要があるだろうと
考えております．

２番目の視点は，塩ビは多くの日本企業が駄
目になってるような言い方をしましたけれど
も，一つ大変興味深いのは，際立って信越化学
という会社が，どういうわけか世界でトップ
シェア１位の地位にある点です．これは多くの
日本企業全体の動きとは真逆の結果を出してい
るということもございますので，この信越化学
の動き，競争力，競争行動，こういったところ
にもう少し目を向けて掘り下げていくという研
究ポテンシャルも視野にございます．

ただし，現状ではこういった調査を行ってい
ますけれども，いくつか課題や限界も認識して
います．今回は得られるデータの制約もあり…
数量データに限定しているので， 実は金額ベー
スのデータが今回は入っておりません．当然な
がら為替などの影響も受けますので，国際比較
を行う上では金額ベースの分析というものは，
いずれきちんとやらなければとは思っておりま
す． 例えば，経済産業省の工業統計とか，あ
るいは貿易統計等の金額ベースでの分析も不可
欠だということは一応頭に置いております．

ただ，こういった為替の影響等は受けるんだ
けれども，そういった要素を差し引いた上で，

数量ベース…今回は重さ…，トン・ベースで分
析しましたけれど，そういったところは逆にモ
ノに注目する分析というのは，これはこれで一
つの意味があるんだろうと考えております．な
かなかこれが結論だというところは申し上げら
れないのが苦しいところではございますけれど
も，以上が私の研究の報告でございます．

西脇　では，３番目の発表です．ここまで，孫
さんが，いわゆる企業体のマスデータ使った分
析で，兒玉さんが AMB っていう，ただ産業ベー
スで見られた感じです．私がやるのは，個別の
企業に入り込むんですけども，製造拠点とか統
括拠点に目を向けた，いわゆる MNE っていう
多国籍企業の拠点ベースから捉えたときの知識
移転の議論を行います．

このテーマ自体は，ここの中国アジア研究セ
ンターでプロジェクトやったときからの，私の
取り組んできた問いです．多国籍企業をベース
にする知識移転というのは，ヘッドクォーター，
本社があって，拠点をそこに従属したものとし
た上で，では知識を本社主導でどう動かすか．
たとえばリバースイノベーションでも，結局の
ところそれを本社が管理をしっかりして，
R&D の成果をうまく使うかといった視点の話
が多いんですね．

私は，逆に現場ってどうなってるんだろうと
いう点に関心がありまして．それで現場目線と
いう，拠点側から捉えた知識移転を見たいので，
こういうテーマでやってます．

多くの研究では，移転される知識としては，
量的データであれば，特許とか，いわゆる技術
系とか，製品とか，プロダクトイノベーション
に使えるタイプの知識に注目することが多いの
ですが，私が組織論を専門としていることもあ
りまして，そういったマネジメントに関わる知
識の移転ってどうなってるのかなというのを
ずっと見ていきたいというので，このテーマに
しています．管理に使う知識が実際移転される
のかとか，どう使われるのかとか，あとは，
R&D でつくられた知識が移転したり，波及す
るときに，最終的には，例えば製造現場で組み
立てに使う技術になったりするので，最終的に
はそこにいる人にどう移転されるかっていう話
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に集約されるだろうと考えています．
私が注目するのは，主に製造拠点なんですけ

れども，これは，ものづくりをやるところなの
で，結局本社の管理をすごく強く受けていて，
それ自体は付加価値を生まないという解釈をさ
れることが多いです．ただ，実際に行ってみる
と，結構マネジメント系のイノベーションで
あったり，いわゆるカンバンとか，トヨタのシ
ステムでいうと，QC サークルやったりして，
結構イノベーションの素地はあるので，海外で
はどうなのかなっていうのを見ようとしました．

地域統括拠点は，いわゆる本国と現地環境を
結ぶリエゾンです．拠点の管理っていうのは本
国のヘッドクォーターからすると，数が多いと
結構大変になるので，中間的な組織をつくって
中間管理をする形にはなるのですが．この統括
拠点がどういう役割を果たしてるのかというこ
とにも関心がありました．

さっそくですが，では，じゃあ多国籍企業っ
てどう捉えるかというと，私が注目した行動特
性が，二つあります．一つがネットワークだと
いう点です．これは，知識を生み出したり，知
識使ったりっていうマネジメントワークってい
う議論は，もうほぼ一般的になされているもの
です．ここは，いわゆるマルチプルエンベディッ
ドネス（multiple embeddedness）っていう，
多分多国籍研究の人はほぼ知ってるだろうとい
う，多重に埋め込まれてる点を重点的に見てい
きたいと思いました．

まず，企業全体で見ると，いろんな地域で活
動してる拠点を抱えてるので，異なる環境にあ
る複数の拠点をいわゆる一元管理をしなきゃい
けないっていうのは，本国の抱える，ある種の
埋め込み状態です．拠点に関して言うと，まず
組織内環境でヒエラルキーに埋め込まれている
というのと，あともう一つが，アドミニストレー
ションとナレッジの両方を埋め込みをされてい
る．さらにローカルの環境への埋め込みって結
構複雑な埋め込まれ環境にありますので，そう
いった影響がどう出るかっていうのを見ており
ます．

先ほど言ったように，私が注目する知識とい
うのが，組織マネジメントに関わる知識ですね．
製品やプロダクションに関わる特にイノベー

ション，これはものすごい研究数が多いですし，
量的研究のもうほぼ独壇場になってます．その
ため，質的研究で追えるのってどこかなってい
うと，やっぱりここかなと思います．というの
が，パフォーマンスは変わりにくいけれども，
ここが機能しないと多分うちがうまくいかな
いっていうところなので，こちらを見るという
狙いがあります．

大きなリサーチクエスチョンとしては，この
二つです．まず一つ目は，NME では組織マネ
ジメントに関わる知識の移転と活用がどうなさ
れるのかという問いです．二つ目が，ヘッド
クォーターと拠点の中継地である地域統括拠点
は，国際知識移転の活用によってどんな役割を
果たしているのかという問いで，今回はどちら
かというとちょっと探索的でファクトファイン
ディング的な研究を行いました．これは１の問
いに関しては，製造拠点の比較事例研究とのも
のから，ちょっと何か見えないかなというので
出してます．

二つ目が地域統括拠点機能を巡る聞き取りを
ちょっとしまして．そちらから得られる知見と
いうのを今回発表します．まず事例の１です．
これはチェコの製造拠点ですね．どちらも日系
なんですけれども．そちらのトレーニングプロ
グラムの開発事例も調べてきました．最近便利
になりまして．Zoom でできるようになりまし
たので，現地調査である程度やっていたのです
が，コロナになってしまったことで，その後で
きていなかった部分を今回 Zoom で補ったとい
う形になってます．

チェコの選定理由は三つあります．一つが
2003 年に EU 正式加盟してから，急激に製造
業の誘致を行った関係で，特に自動車系の進出
が伸びたという経緯があります．今現在，日本
はチェコに進出している自動車関連製造企業の
中でドイツに次ぐ２位という立場でして，結構
インパクトがあります．3 番目が，2014 年ぐら
いからものすごい国内低失業率に悩んでまし
て，特に製造業では必要な人材を採れないって
いうことが続いてます．なので，この問題に対
処するための，ある種のイノベーションが起き
やすいのではないかということで，今回はチェ
コに注目してみました．
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発見したことを整理したのがこちらになりま
す．まず拠点 A と B なんですけれども，A は，
短期採用前提の外国人を採用して，最短２週間
とか１カ月ぐらいの雇用期間でどんどん回して
いくためのトレーニングプログラムを作りまし
た．B は，正社員雇用前提で，日本と同じで，
かなりの長期雇用を前提として，途中で育成し
ていくための人材を採ることを狙いとしたト
レーニングプログラムを作りました．

A と B のトレーニングの内容は全然違うん
ですけれども，どちらも必要な人材をどう確保
するかという点では同じです．外国人の採用に
踏み切ったのが A で，B は絶対やらないと言っ
てました．まず，トレーニングプログラムを作
ることになった事情として，A は本社が持っ
てる組織内知識を使ってローカライズしようと
いうアイディアでした．B はもともと他の外国
企業の拠点として創業されて，その後２回別の
外国企業に売却され，最終期に日系企業によっ
て買収されたという経緯をたどっています．B
のかつてのオーナーだった外国企業はトレーニ
ングのノウハウをほとんどもたなかった．その
ため，B のプロダクションマネージャーが，当
時海外でも定評のあった日系企業のトレーニン
グについて本などを使って１人で勉強し，独自
のトレーニングプログラムを作っていった．そ
の過程で日系企業に買収されたのですが，日系
企業の傘下になった後も本国から直接知識を入
手する機会がほとんどなかったため，完成した
トレーニングプログラムの実行と必要な調整は
ほぼ一人でやったそうです．

知識獲得方法は，A の場合は駐在員や本国
に尋ねると教えてくれるとか，ヘルプしてくれ
る方法で獲得しているわけですが．B は本を使
いましたとはっきり言ってるので，もう本国の
支援なしですね．ただ，A のほうも本国は「聞
かれたら支援するよ」程度で、こちらから何か
日本的経営みたいなものを教えましょうという
圧力はなかったそうです．

トレーニングプログラムの新規開発のタイミ
ングを決めた要因というのは，これはどちらも
同じです．三つ要素がありました．一つは，ま
ず有効な資源のアクセシビリティがある．これ
は本国の知識が使えるかとか，本があったとい

うことになります．二つ目が，有効な知識セッ
トがないとか，既存の知識セットがもう限界だ
ということが分かっていること．3 番目が今直
面している問題が最優先に解決されるべきだっ
ていう認識がある程度現場で共有されたと，こ
の三つですね．

これらは，理論的には，実はイノベーション
を起こすときの共通基盤ということで，複数の
研究で指摘されているところです．ルーティン
が機能しないっていうことと，他に解決すべき
問題があって，順番で優先順位で落とされちゃ
うと起きないという意味では今回はそれが起き
たケースになります．

新たな知識，すなわち，トレーニングプログ
ラムの新規開発の実行部門は，まず A は，こ
れが拠点の製造部門の人がやったのですけれど
も，B はヒューマンリソースマネジメントとい
うことでやりました．完成した新しい知識セッ
トを既存の知識セットに統合する方法なんです
けれども，こちらは製造部門が製造の問題とし
てやりました．つまり短期雇用の人材っていう
のは一つの資源の調達をして，使って，どんど
ん交代させていく．育成を全く念頭に置いてい
ないということもあって，オペレーションフ
ローにどう組み込むかっていうことで統合を
図っている．B は長期雇用かつ育成を念頭に置
いてるので，ちゃんとヒューマンリソースマネ
ジメントの既存の枠組みに乗っけるということ
でやっていくということが分かりました．なの
で同じ人材不足の問題解決ではあるんですけれ
ども，そのソリューションとして出したトレー
ニングプログラムの内容は違う．そもそも作っ
て終わりじゃありませんので，それマネジメン
トにしっかり乗せて，違和感なく動かすために
は，実は同じ HR の問題ではあるんですけど，
HR の問題と位置付けたのは B だけということ
が分かりました．

次に，シンガポールの調査ですね．これは直
接統括拠点に聞き取ったわけではなくて，現地
で活動する日系コンサルタントがいまして，そ
の方たちがいろんなコンサルをやってるので，
その知見からヒアリングしたという，そういう
意味ではちょっと間接的調査になります．

シンガポールを選んだ理由は，まず日系企業
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がかなり進出しているわけですけど，そのうち
の６割が地域統括本部であるからです．シンガ
ポールはいわゆる付加価値の低い拠点を政策的
に置かないとしています．調査時は，たとえば
戦略的にハブ拠点をつくる，物流拠点をつくっ
たり，人材のハブをつくったりっていう中で，
特に専門的人材育成のハブをつくるっていうこ
とで，政府が主導してやっているというタイミ
ングでした．

次に発見についてです．まず地域包括本部の
機能というのは，実は会社ごとに違うというこ
とははっきりおっしゃってました．というのも，
それぞれの会社が自社の機能をどう捉えるの
か，ビジネスユニット，ファンクション，コー
ポレートのうち，力が強い部分というのがそれ
ぞれあるので，力点を置いてる部分によって，
実は置く統括拠点の役割が変わってくるという
ようなことが指摘されてました．

シンガポールにおける統括拠点ってどんな役
割なのかと見ますと，言うなれば東京の下位組
織という位置付けではなくて，統括会社そのも
のが特定の機能や事業を全世界的に統括するよ
うな，インターナショナルヘッドクォーターと
しての役割を果たすというのがシンガポールに
おけるという，ちょっとただし書きが付きます
けど，そういう役割になっている．

知識移転の構成なんですけれども，これが一
番面白かった点で，ファンクションによって，
そもそも移転の必要性が違うっていうことが分
かりました．まず，地域統括本部が統括してる
ビジネスが製造の場合は，ヘッドクォーターと
拠点の間に地域統括本部がハブとして存在し
て，それぞれの知識移転を促進する役割が求め
られるんですけれども，金融とか物流のハブみ
たいな役割を持ってるときは，本国と拠点の仲
介役はほとんどしてない．というのも，複数拠
点間やヘッドクォーターと拠点の間で知識のや
り取りすると，そもそもそれ自体が煩雑だから
です．地域統括拠点で一元管理し，そこに情報
を集中させる代わりに，ヘッドクォーターと拠
点の間の知識移転すらもうしない，しないほう
が効率的ということでやってるそうです．

二つの調査から分かったことがあります．一
つは技術的な知識とマネジメント知識の密接な

相互関係です．技術的な知識移転っていうのは，
そもそもの組織マネジメント知識の移転を伴
う．しかし量的研究では追いかけにくい．その
ため，量的研究がプロダクトイノベーションみ
たいな話をするときに，組織マネジメントに関
わる知識移転の話がほとんど出てこない．ここ
を質的研究等でしっかり補うと，よりプロダク
トイノベーションとか R&D の成果っていうの
は説明しやすくなるのかなと思いました．

組織マネジメントに関する知識のヘッド
クォーターから現地への移転というのは標準化
が鍵になります．ですが，既存の知識への統合，
つまり現地でもともと使っていた知識との統合
においては，現地化をどう進めるかという話に
なるので，逆にヘッドクォーターが口を出しに
くい部分になる．標準化と現地化の融合もマネ
ジメントに関わる知識移転の課題の一つです．

二つ目が，現地で展開するビジネスのタイプ
によって知識移転の必要性が決まることです．
何となく知識移転っていうと，全部の拠点が知
識をやり取りして，知のネットワークで網の目
のように知識を移転しあうという話がありま
す．現実には，おそらく R&D と製造の間では
知識移転は必要なんだけども，管理部門は最近
IT 化が進んできた関係で，管理しないほうが
いい．むしろ１カ所にデータセンター的な役割
のものを置いて，一元管理しちゃったほうが効
率的になってくる．そう考えると，もしかした
ら知識移転の話って全社的っていうよりも，製
造などの付加価値を生むような特定の部門だけ
にかかわる話かもしれない．物流などについて
は，いかに知識移転をしないでデータセンター
化していくかっていう話になってくるのか，あ
るいはそういう話がものすごく出てくるのか
なっていうのは思います．以上になります．

兒玉　以上が，われわれの研究報告でございま
した． お聞きくださいましてありがとうござ
いました．これを言うのは心苦しいんですけど
も，こちらの本プロジェクトといいますか，こ
ちらは，まずはきちんとした分析を行うための
土台になるデータベース構築っていうのが実は
この２年間でしっかりやろうっていうところも
ありまして．われわれもまだそういう意味では
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研究途上のところもございます．ただ，実際やっ
てみて初めてこの研究資金をいただいて掘り下
げることで，次の展開というものが割とクリア
に見えてきたところもございますので，本当に
こういったご支援をいただきました研究委員会

の皆さま，研究事務課の皆さま，．その他ご支
援くださった多くの方に，ただただ御礼申し上
げたいというところであります．多大なるご支
援，一同，心より感謝申し上げます．

─ 26 ─


